
・ 働きやすい職場づくり（ダイバーシティ・エクイティ＆インクルージョン、労働安全、健康経営等）
・ 労働生産性の向上 ・ コンプライアンスの徹底・強化

北陸電力グループ新中期経営計画＜2023～2027年度＞ 2 0 2 ３ 年 4 月
北陸電力株式会社

Ⅰ．経営環境の変化と対応

 ウクライナ紛争に伴い、燃料価格・卸電力市場価格が過去に例を見ない水準まで高騰したこと等を背景に、当社グループの財務基盤が毀損し、このままでは電力の安定供給に万全を期すことに影響を及ぼす虞があります。
 この状況をグループを挙げて乗り切り、当社最大の使命である電力の安定供給を守り抜くため、新たな中期経営計画（対象期間：2023～2027年度）を次の通り策定しました。

１．経営基盤を揺るがす大きな環境変化

• 2022年2月に勃発したロシアによるウクライナ侵攻に伴い、燃料価格・卸電力市場価格が過去に例を見ない
水準まで高騰したことに加え、円安基調も重なり、電力供給コストが大幅に増加しました。

• その結果、当社グループの経営効率化をはるかに上回るコストの増加により、2022年度の連結経常利益は過去
最大の損失となり、財務基盤が大きく毀損する未曽有の事態に陥りました。

• 今後も早期の情勢回復は見込めず、このままでは燃料調達や設備保全に係る対応が困難となり、安定供給
に影響を及ぼす虞があることから、電力供給コストを踏まえた電気料金の見直しを行うことといたしました。

2011.3：東日本大震災
（以降、志賀原子力発電所停止）

2022.2：ロシアによるウクライナ侵攻
（燃料価格・卸電力市場価格高騰・高止まり）

志賀原子力発電所が長期停止し、火力
燃料費が増大する中、徹底した効率化に
より規制料金の値上げを回避するとともに、
安定供給を維持

2022.10：決算見通しを公表
連結経常利益＝▲1,000億円

経営効率化をはるかに上回る供給コストの
増加により、収支悪化に歯止めがかからず、
電気料金の値上げを実施

（燃料価格・卸電力市場価格の推移）

（収支・財務状況）

２．環境変化を踏まえた対応

• 2019年4月の「北陸電力グループ2030長期ビジョン（以下、長期ビジョン）」の公表以降、上記の燃料
価格・卸電力市場価格の高騰やそれに伴う財務基盤の毀損に加え、2050年カーボンニュートラルの実現、
新型コロナ感染症拡大による生活様式の変容等の社会環境変化があり、それらに対応していく必要があります。

• このような状況において、当社最大の使命である電力の安定供給および財務基盤の早期回復・強化に取り
組むとともに、脱炭素化や更なる付加価値の提供によりお客さま・地域とともに持続的な発展を目指します。

環境意識の高まり
（2050年温室効果ガス80％削減）

＜長期ビジョン策定時(2019)＞ ＜足元の大きな環境変化(2023)＞

電力システム改革の進展
（小売全面自由化による競争激化）

技術改革の進展
（AI・IoT、EV等）

社会構造変化
（人口減少、少子高齢化）

価値観の多様化
（持続可能性、ライフスタイル多様化）

＜求められる対応＞

安定供給確保と
収支改善および
財務基盤強化

地域と一体となった
脱炭素化の推進

持続的成長に向けた
新事業領域の拡大

Ⅱ．新中期経営計画の策定と目指す方向性

１．長期ビジョンの考え方に基づく新中期経営計画の策定

• 長期ビジョンで示した「北陸と共に発展する」という将来のありたい姿と基本戦略は変えず、安定供給確保と財務
基盤の早期回復・強化を最優先とした今後５か年の新中期経営計画を策定しました。

今回策定

北陸電力グループ新中期経営計画（2023～2027年度）

北陸電力グループ2030長期ビジョン（2019～2030年度）※2019.4公表

安定供給確保と収支改善および財務基盤強化

■経営の3本柱

・志賀原子力発電所２号機の早期再稼働に向けた対応
・ 設備の安定運用、更なるレジリエンス強化 ・需給収支の最大化

柱
Ⅰ

地域と一体となった
脱炭素化の推進

柱
Ⅱ

持続的成長に向けた
新事業領域の拡大

柱
Ⅲ

・ 電源の脱炭素化、送配電網の次世代化に向けた対応
・ 自治体と連携した北陸地域の脱炭素化への貢献

 徹底した効率化の追求と事業領域の拡大により収支を改善し、財務基盤の回復・強化を図っていきます

• 電力需給逼迫リスクの高まり

• 財務基盤の毀損

概要版

• GX政策の進展

• コロナ禍を経た新生活様式の
定着

• デジタル技術を活用した
新ビジネスモデル（DX）の
出現

経営基盤の悪化

成長領域を巡る環境変化

最優先

最優先

■財務目標

・ カーボンニュートラルサービスを含むエネルギー事業の推進
・ エネルギー事業の枠を超えた新事業領域の拡大

2050(カーボンニュートラル）

2050年当社グループ将来像
地域とともに、持続可能な
スマート社会を目指して

～つなぐ・ささえる・とどける～
※2021.4公表

Change（変化）

地域との連携に加え、デジタル技術も
活用することで、豊かな北陸の暮らしの
実現に向けて新たな価値を創造

電気事業（コア事業）

小売
(顧客基盤)

送配電
(次世代化)

発電・卸
(S+3E)

カーボン
ニュートラル
サービス

デジタル・ライフ
サポート事業

まちづくり事業次世代エネルギー
マネジメント事業

Challenge（挑戦）

• 電気事業は引き続きコア事業としつつも、お客さま・地域に対して更なる価値・サービスをご提供する観点から、
当社グループ一体となって電気事業の枠を超えた事業領域の開拓を進め、2050年当社グループ将来像の
実現を目指し、挑戦し続けていきます。

グループ事業
総合エネルギー エンジニアリング 建設 製造 生活

情報

通信

以 上

２．2050年に向けた成長のイメージ

Chance（機会）

柱
Ⅰ

柱
Ⅱ

柱
Ⅲ

下記に資する財務目標を今後提示
・収支改善・財務基盤強化
・採算性を重視した成長事業開拓

■将来のありたい姿
北陸と共に発展し、新たな価値を全国・海外へ

■ありたい姿実現に向けた基本戦略
①北陸を基盤とした「総合エネルギー事業」の拡大
②「新たな成長事業」の開拓

引き続き維持する考え方

✔燃料費調整単価が上限に到達
供給コスト増分が電気料金で回収不可

✔期末配当の予想を無配として公表

✔役員報酬の10％自主返納

✔経営効率化額 480億円（累計）

✔2022緊急経営対策本部を設置
140億円の収支改善策を取りまとめ

■経営基盤を支える取組みの強化

＜新事業領域拡大のイメージ＞※事業は一例


